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鞆地区東西交通・交流拠点に関する指定管理協定書 

 

福山市（以下「甲」という。）と指定管理者○○（以下「乙」という。）とは、次のとおり、鞆地区

東西交通・交流拠点に関する指定管理協定書（以下「本指定管理協定」という。）を締結する。 

 

第１章 総 則 

 

 （本指定管理協定の目的） 

第１条 本指定管理協定は、甲と乙が、鞆地区東西交通・交流拠点整備運営事業において業務の対象と

する東側拠点施設、観光バス駐車場及び西側拠点施設（以下「本施設」という。）を適正かつ円滑

に管理するために必要な基本事項を定めることを目的とする。 

 （指定管理者の指定の意義） 

第２条 甲及び乙は、本施設の管理に関して甲が指定管理者の指定を行うことの意義は、乙の能力を活

用しつつ、本施設の設置目的に沿って効果的、効率的にその機能を最大限発揮させることにより、

市民サービスの向上と管理経費の縮減を図り、もって住民の福祉を増進することにあることを確認

する。 

 （公共性の趣旨の尊重） 

第３条 乙は、本施設の設置目的及び乙が行う本施設の管理業務（以下「指定管理業務」という。）の

実施に当たって求められる公共性を十分に理解し、その趣旨を尊重するものとする。 

 （信義誠実の原則） 

第４条 甲及び乙は、信義を重んじ、本指定管理協定を誠実に履行しなければならない。 

 （用語の定義） 

第５条 本指定管理協定において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 基本協定 甲と、••（代表企業）、••（設計企業）、••（建設企業）、••（工事 監理企業）及

び••（維持管理運営企業）の間で•年•月•日に締結された鞆地区東西交通・交流拠点整備運営事
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業基本協定書をいう。 

(2) 指定管理料 甲が乙に対して支払う指定管理業務の実施に関する対価をいう。 

(3) 募集要項等 基本協定に定義される募集要項等をいう。 

(4) 要求水準書 募集要項とともに公表される要求水準書をいう。 

(5) 自主事業 福山市○○○条例（○年条例第○号。以下「条例」という。）第○○条に規定する

指定管理者が行う業務以外の業務で、乙が自己の責任と費用において実施する事業をいう。 

(6) 業務計画書 維持管理業務計画書及び運営業務計画書をいう。 

(7) 業務計画書等 業務計画書及び業務年間計画書並びに第３６条に規定する事業計画書及び収支

予算書をいう。 

(8) 業務年間計画書 維持管理業務年間計画書及び運営業務年間計画書をいう。 

(9) 使用料 条例第○○条の規定により、○○○を使用する者（以下「使用者」という。） から徴

収する使用料をいう。 

(10) 物品 甲が本施設で使用中又は使用する予定で所有している備品及び消耗品をいう。 

(11) 本施設等 本施設、設備及び物品をいう。 

 （指定期間） 

第６条 本施設の指定管理者の指定の期間は、指定管理者指定書（○○年（令和○年）○○月○○日付

け福山市指令第○○号）により、○○年（令和○年）○○月○○日から○○年（令和○○年）○○

月○○日までの○年間（以下「指定期間」という。）とする。 

２ 本指定管理協定の期間は、指定期間と同じ期間とする。 

 （会計） 

第７条 指定管理業務に係る会計年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わるものとす

る。 

２ 乙は、指定管理業務について自己の行うその他の事業に係る経理とは独立した経理区分を設け、処

理しなければならない。 

３ 本指定管理協定とは別に、指定期間中の会計年度ごとに、指定管理料の額その他の事項について、 

年度協定を締結する。 

 

第２章 指定管理業務の範囲と実施条件 
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 （指定管理業務の範囲） 

第８条 指定管理業務の範囲は、次のとおりとする。ただし、市長が処理すべき業務を除く。 

(1) 条例第○○条各号に掲げる事業に関する業務 

(2) 開館時間及び休館日の変更に関する業務 

(3) 施設の使用許可、使用許可の取消し及び使用の停止その他必要な措置を講ずることに関する業

務 

(4) 本施設等の維持管理に関する業務 

(5) 本施設の開業準備に関する業務 

２ 前項各号に掲げる業務の細目は、要求水準書に定めるとおりとする。 

 （指定管理業務の実施） 

第９条 乙は、関係法令、条例、規則等を遵守するとともに、本指定管理協定、年度協定、要求水準書

等及び業務計画書等に従って、指定管理業務を実施するものとする。 

２ 乙は、条例第○○条に定める本施設の設置目的を最も効果的に達成できるよう指定管理業務を実施

するとともに、広く市民の意見を反映するものとする。  

３ 乙は、本施設を市民が安全かつ安心して利用できるよう、また、美観を損ねることなく、常に良好

な状態で維持するものとする。 

４ 乙は、本施設の設備を正常な性能が維持できるよう、日常点検、定期点検等を行うものとする。 

５ 乙は、本施設等を指定管理業務以外の用に使用してはならない。ただし、本指定管理協定において

認められる自主事業を行う場合及びあらかじめ甲の書面による承諾を受けた場合は、この限りでは

ない。 

６ 乙は、施設、附属設備及び備品の形状、形質等を変更してはならない。ただし、あらかじめ甲の書

面による承諾を受けた場合は、この限りではない。 

７ 乙は、業務計画書等の内容が要求水準書の水準を超える場合は、業務計画書等に示された水準によ

り指定管理業務を実施するものとする。 

 （業務開始の準備） 

第１０条 乙は、指定管理業務を開始する日（以下「業務開始日」という。）までに、指定管理業務の

実施に必要な資格者及び人材を確保し、必要な研修等を行わなければならない。 

 （業務責任者等） 

第１１条 乙は、業務開始日までに、次の各号に定める者を定め、その氏名その他必要な事項を業務計
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画書に含めて甲に通知しなければならない。これらの者を変更したときも同様とする。 

(1) 維持管理・運営統括業務責任者 

(2) 維持管理責任者 

(3) 運営責任者 

２ 維持管理責任者と運営責任者は、これを兼ねることができる。 

３ 本施設の窓口対応に従事する者1名以上は本施設に常駐するものとする。 

 （第三者による実施） 

第１２条 乙は、指定管理業務を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、乙はあらか

じめ甲の書面による承諾を受けた場合は、指定管理業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせ

ることができる。 

２ 乙が指定管理業務の一部を第三者に実施させる場合は、すべて乙の責任及び費用において行うもの

とし、当該第三者の責めに帰すべき事由により生じた損害及び増加した費用については、乙の責め

に帰すべき事由により生じた損害及び増加した費用とみなして、乙が負担するものとする。 

 （本施設等の修繕） 

第１３条 本施設等の修繕は乙が行うものとする。 

２ 本施設等の修繕に要する費用で、甲又は乙のいずれが負担すべきか明確でないものに 

ついては、甲乙協議するものとする。 

 （緊急時の対応） 

第１４条 指定期間中、本施設内において事故、災害等不測の事態が発生した場合は、乙は速やかに必

要な措置を講じるとともに、甲を始め関係機関に対してその旨を通報しなければならない。 

２ 事故等が発生した場合は、乙は、甲と協力して事故等の原因の調査に当たるものとする。 

３ 乙は、本施設の混雑、トラブル等の発生時には、要員を配置し、適切な案内及び誘導を 行い、混

雑の解消や事故の防止に努めるものとする。 

 （災害時等の対応） 

第１４条の２ 乙は、大規模な災害等が発生した又は発生するおそれがある場合（以下「災害時等」と

いう。）に、避難所等としての使用その他の災害対応について、甲から要請があった場合には、協

力するものとする。 

２ 乙は、前項に規定する要請がない場合であっても、災害時等の状況に応じて、緊急の必要があると

認める場合は、市民等の安全確保のため、自らの判断により、適切な災害対応に努めるものとす
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る。 

 （費用負担等の協議） 

第１４条の３ 乙は、前条の規定により損害・損失及び費用負担が発生した場合には、内容の詳細につ

いて書面をもって甲に報告し、その負担について協議を求めることができるものとする。この場合

において、甲はその求めに応じなければならない。 

２ 甲は、前項の協議の結果を踏まえ、合理性の認められる範囲で乙の損害・損失及び費用負担の全部

又は一部を負担するものとする。 

 （情報管理） 

第１５条 乙は、指定管理業務に係り取得し、又は保有した個人情報については、個人情報の保護に関

する法律（平成15年法律第57号）、福山市個人情報保護条例（平成１５年条例第３８号）等に基づ

き取り扱うものとし、個人情報保護制度の適正な解釈及び運用を行わなければならない。 

２ 乙は、指定管理業務に係り作成、取得又は保有をした文書（以下「公文書」という。）について

は、福山市情報公開条例（平成１４年条例第２号）に基づき開示請求があった場合は、甲の指示に

従うものとする。 

３ 乙は、公文書の適正な管理に努め、公文書の検索に必要な資料を作成し、一般に供するものとす

る。 

４ 乙は、公文書の取扱いについて、甲の指示に従うものとする。 

５ 乙は、公文書が不要となった場合又は指定の期間が満了し、若しくは指定を取消された場合は、そ

の処理について甲の指示に従い、当該公文書を甲に引き継ぐものとする。  

 

第３章 物品の取扱い 

 

 （物品の取扱い） 

第１６条 乙は、故意若しくは過失により物品を毀損し、又は滅失したときは、その損害を賠償し、又

は自己の費用で当該物品と同等の機能及び価値を有するものを弁償しなければならない。 

２ 第１項に定めるもののほか、乙は、あらかじめ甲と協議の上自己の費用により備品を購入し、又は

調達し、指定管理業務のために使用することができるものとする。 

３ 乙は、本施設の管理運営に支障を来さないよう、消耗品を指定管理料その他の収入の範囲内で適宜

購入し、又は調達しなければならない。 
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第４章 業務計画書及び事業報告 

 

 （業務計画書） 

第１７条 乙は、業務開始日までに、業務区分ごとに実施体制、実施内容、実施スケジュール等の必要

な事項を記載した業務計画書を甲に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 乙は、毎事業年度、前年度の２月末日までに、実施内容及び実施工程等の業務を適正に実施するた

めに必要な事項を記載した業務年間計画書を甲に提出し、その承認を受けなければならない。 

３ 乙は、業務計画書及び業務年間計画書を変更しようとする場合は、事前に変更後の計画書の内容を

甲に提出し、その承認を受けなければならない。 

 （事業報告） 

第１８条 乙は、毎年度終了後６０日以内に、指定管理業務に関し、次に掲げる事項を記載した所定の

事業報告書を提出しなければならない。 

(1) 指定管理業務の実施状況及び利用状況 

(2) 使用料の収入の実績 

(3) 管理に係る経費の収支状況 

(4) 自主事業の実施状況 

(5) その他管理の実態を把握するために甲が必要であると認める事項 

２ 乙は、甲が地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により、年度途

中において乙に対する指定管理者の指定を取り消した場合は、指定が取り消された日から６０日以

内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

３ 甲は、必要があると認めるときは、事業報告書の内容及びそれに関連する事項について、乙に対し

て報告を求めることができるものとする。 

 （定期の事業報告書） 

第１９条 乙は、指定管理業務に関し、次に掲げる事項を記載した所定の事業報告書（日報、月報、四
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半期報及び維持管理業務年間報告書）を作成し、定期的に提出するものとする。 

(1) 指定管理業務の実施状況及び利用状況 

(2) 使用料の収入の実績 

(3) 管理に係る経費の収支状況 

(4) 自主事業の実施状況 

(5) その他管理の実態を把握するために甲が必要であると認める事項 

２ 前条第３項の規定は、前項の規定による、定期の事業報告書について準用する。 

 （ 務実施状況の確認等） 

第２０条 乙は、実施する業務の水準を維持改善するよう、自らセルフモニタリングを実施する。乙

は、実施する業務が要求水準書に示された水準を達成しているか否かを確認するための基準を設定

し、全ての基準が合致しているか否かで判断できるよう設定する。 

２ 甲は、前２条により乙が提出した事業報告書等に基づき、乙が行う指定管理業務の実施状況及び本

施設の管理状況（以下「業務の実施状況等」という。）のモニタリング及び実績評価を行うものと

する。モニタリングは「別紙1 モニタリング及び業務対価の減額等と基準の方法」に基づいて実施

するものとする。 

３ 前項に規定するモニタリング及び実績評価の実施方法、実施時期等については、別途甲から乙に通

知する。 

４ 前２項によるモニタリング及び実績評価等の結果、乙による指定管理業務の実施状況が、要求水準

書その他の甲が示した条件を満たしていないと甲が判断する場合は、甲は乙に対して、必要な改善

措置を講ずるよう指示するものとする。 

５ 乙は、前項に定める業務の改善の指示を受けた場合は、速やかにそれに応じ、改善結果について文

書により甲に報告し、甲の承認を得なければならない。 

６ 甲は、第３項による業務の改善の指示を行ったにもかかわらず、業務の実施状況等について改善が

見られないと判断した場合は、乙に対する指定管理者の指定を取り消すことができる。 

７ 甲は、前各項に定める場合のほか、乙による適正な業務の実施状況等を確保するため、乙に対し

て、指定管理業務の内容又は経理の状況に関し報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をする

ことができる。 

８ 甲又は甲の監査委員は必要と認めるときは、乙が行う指定管理業務に係る出納関連の事務につい

て、監査を行うことができる。 
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第５章 指定管理料及び使用料等 

 

 （指定管理料の支払） 

第２１条 甲は、乙に対して別に締結する年度協定に基づき指定管理料を支払うものとする。 

 （指定管理料の改定） 

第２２条 前項の指定管理料について、別紙2 指定管理料の改定方法」に基づいて物価変動に応じた

改定を実施するものとする。 

 （使用料の取扱い） 

第２３条 甲は、使用料の徴収について、地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１５８条第１

項に基づき、別に締結する委託契約によるものとする。 

 

第６章 損害賠償及び不可抗力 

 

 （責任分担） 

第２４条 指定管理業務に関する責任分担については、別紙３のとおりとする。 

 （損害賠償等） 

第２５条 乙は、故意又は過失により本施設等を毀損し、又は滅失したときは、それにより生じた損害

を甲に賠償しなければならない。ただし、甲は、特別の事情があると認めたときは、その全部又は

一部を免除することができるものとする。 

２ 甲は、故意又は過失（甲が指定管理業務以外の業務を乙以外の者に委託した場合における受託者の

故意又は過失を含む。）により乙の指定管理業務の実施に関して増加費用又は損害を生じさせたとき

は、当該増加費用又は損害を乙に賠償しなければならない。 

 （第三者への賠償） 

第２６条 乙は、指定管理業務の実施に際して、乙の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた

場合は、その損害を賠償しなければならない。 

２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により発生した損害について第三者に対して賠償した場合は、乙に

対して、賠償した金額その他賠償に伴い発生した費用を求償することができるものとする。 

 （保険） 

第２７条 乙は、指定管理業務の実施に当たり、要求水準書等に従い、施設所有者賠償責任保険その他
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の保険に加入するものとする。 

 （不可抗力発生時の対応） 

第２８条 乙は、不可抗力の発生が予測されるとき又は発生したときは、それに伴う損害を最小限に止

めるよう努力し、その影響を早期に除去するよう速やかに適切な措置をとらなければならない。 

２ 乙は、あらかじめ、不測事態における対応マニュアル及び緊急連絡網の作成等、不測時における体

制を整備し、これを甲に届け出なければならない。 

 （不可抗力によって生じた損害の報告、費用等の負担等） 

第２９条 乙は、不可抗力によって本施設等に損害が発生した場合は、その内容及び程度の詳細につい

て書面をもって甲に報告するものとする。 

２ 不可抗力により乙に損害、損失又は増加費用が発生した場合の費用等の負担については、甲乙協議

の上、当該損害等のうち保険により補填された金額を控除した残額について、年間指定管理料の100

分の1の範囲で乙に負担させ、その余は甲が負担する。 

 （不可抗力による全部又は一部の業務実施の免除） 

第３０条 不可抗力の発生により指定管理業務の全部又は一部の実施ができなくなった場合は、乙は、

不可抗力により影響を受ける限度において本指定管理協定に定める義務を免れるものとする。 

２ 乙が不可抗力により指定管理業務の全部又は一部を実施できなかった場合は、甲は、乙との協議の

上、乙が当該指定管理業務を実施できなかったことにより免れた費用分を指定管理料から減額する

ことができるものとする。 

 

第７章 指定期間の満了 

 

 （業務の引継ぎ等） 

第３１条 乙は、指定期間の満了に際し、甲又は甲が指定する者に対し、指定管理業務に関する引継ぎ

を行わなければならない。 

２ 甲は、必要と認めるときは、指定期間の満了前に、乙に対して甲の指定する者による本施設の視察

を申し出ることができるものとする。 

３ 乙は、甲から前項の規定による申出を受けたときは、合理的な理由のある場合を除きその申出に応

じなければならない。 

 （原状回復義務） 

第３２条 乙は、指定期間の満了時までに、自らの責任及び費用負担により、本施設等（自主事業のた
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めに目的外使用許可がなされている部分を含む。以下本条において同じ。）を原状に回復し、甲に

返還しなければならない。この場合、乙は原状回復の方法及び期間等について原状回復計画書を作

成して甲に提出し、甲の承認を得なければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めたときは、本施設等のうち甲が指定した部分について、乙は原

状回復を行わずに、甲が別に定める状態として甲に返還することができるものとする。 

３ 乙は、第１項の原状回復（前項に規定する甲が別に定める状態にすることを含む。以下本条におい

て同じ。）が完了したときは、速やかに甲に報告しなければならない。 

４ 甲は、前項による報告を受けた場合、１４日以内に完了の検査を実施するものとする。 

５ 前項の完了検査の結果、原状回復が不十分であると甲が認めた場合、甲は乙に対して追加の原状回

復工事等を求めることができる。 

６ 甲は、前項の追加の原状回復工事等の完了の報告を受けた場合、再度の完了検査を実施するものと

する。 

７ 前項の再度の完了検査については、第４項及び第５項の規定を準用する。この場合において、第３

項中「前項による報告」とあるのは、「追加の原状回復工事等の完了の報告」と読み替えて適用す

る。 

８ 乙が第１項に定める日までに原状回復を終えて本施設等を明け渡すことができなかった場合、乙、

その日の翌日から実際に本施設等の原状回復が行われて本施設等が明け渡された日までの期間（両

端日を含む。）の日数に応じ、対応する日数分の本目的外使用許可料相当額の違約金を市に支払わ

なければならない。なお、本施設等の明渡しの遅延によりこの違約金の額を超える損害が甲に生じ

た場合、甲は当該超過部分について乙に損害賠償を請求することができる。 

９ 前項の場合において、乙が正当な理由なく原状回復を行わないときは、甲が乙に代わって本施設等

の原状回復を行うことができ、乙は甲による原状回復に要した費用を負担しなければならない。 

 （物品の引継ぎ） 

第３３条 本指定管理協定の終了に際しての物品の引継ぎについては、次のとおりとする。 

(1) 乙は、甲の所有に係る備品を、甲又は甲が指定する者に対して引き継がなければならない。 

(2) 乙は、第１６条第２項に規定する備品について、原則として自己の責任と費用で撤去するもの

とする。ただし、甲が認めたときは、乙は、甲が指定する者に対してこれを引き継ぐことがで

きるものとする。 

(3) 消耗品については、現に使用中の消耗品は甲又は甲が指定する者に対して引き継ぐものとし、
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それ以外のものは乙の所有物とする。 

 

第８章 指定期間満了前の指定の取消し 

 

 （指定の取消し） 

第３４条 甲は、乙（役員等（法人である場合にはその法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時

業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者を、任意の団体の場合は代表者及び法人

の場合と同様の責任を有する者をいう。以下同じ。）を含む。）が次の各号のいずれかに該当する

と認めるときは、地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定を取り消し、

又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(1) 指定管理業務の実施に際し不正行為があったとき。 

(2) 甲に対し虚偽の報告をし、又は正当な理由なく報告等を拒んだとき。 

(3) 関係法令、条例等又は本指定管理協定に違反したとき。 

(4) 関係法令、条例等又は本指定管理協定に基づく甲の指示に従わないとき。 

(5) 指定管理者の指定の申請資格に不適合となったとき。 

(6) 経営状況が著しく悪化するなど、本施設の管理に重大な支障が生じるおそれがあるとき。 

(7) 基本協定が甲以外の当事者の責めに帰すべき事由により解除されたとき。 

(8) 清掃や設備の保守点検等の個別の具体的業務の委託契約（以下「委託契約」という。）その他

の契約に当たり、その相手方（役員等を含む。）が福山市暴力団排除条例（平成２４年条例第

１０号）第２条第１号に規定する暴力団、同条第２号に規定する暴力団員又は同条第３号に規

定する暴力団員等（以下「暴力団等」という。）に該当することを知りながら、当該者と契約

を締結したと認められるとき。 

(9) 委託契約に当たり、その相手方（役員等を含む。）が暴力団等に該当することを知らずに、当

該相手方と契約を締結したと認められる場合において、甲が乙に対して当該契約の解除を求め

たにもかかわらず、乙がこれに従わないとき。 

(10) 第２０条第５項に定める場合に該当したとき。 

(11) その他乙が本施設の管理を継続することが適当でないと甲が認めるとき。 

２ 前項の規定により指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部若しくは一

部の停止を命じた場合において、乙が被る損害については、甲はその賠償の責めを負わない。ただ

し、前項第１０号に該当する事由が不可抗力の発生によるものであると甲が認めるときは、乙の損
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害額を認定し、その一部を負担することができるものとする。 

 （指定期間終了時の取扱い） 

第３５条 第３１条から第３３条までの規定は、前条の規定による指定管理者の指定の取消しについ

て、準用する。 

 

第９章 その他 

 

 （指定管理業務の範囲外の業務） 

第３６条 乙は、本施設の設置目的に合致し、及び指定管理業務の実施を妨げない範囲において、要求

水準書等の定めるところにより自主事業を実施することができるものとする。 

２ 乙は、自主事業を実施する場合は、甲に対して自主事業に係る事業計画書を提出し、あらかじめ甲

の承諾を受けなければならない。事業計画書を変更する場合も同様とする。 

３ 乙は、自主事業を実施する場合において、本施設を占有する場合は、甲から行政財産の目的外使用

許可を受けるものとし、福山市行政財産使用料に関する条例（昭和４１年福山市条例第２２号）等

の定めるところにより算出される使用料を甲に支払う。 

４ 前項のほか、乙は、自主事業を実施する場合において、本施設を使用する場合は、条例に定める使

用料を自ら負担するものとする。 

５ 自主事業に伴う収入は、乙の収入とする。 

 （重要事項の変更） 

第３７条 乙は、定款、事務所の所在地、代表者の変更等を行ったときは、速やかに甲に届け出なけれ

ばならない。 

 （協定の変更） 

第３８条 指定管理業務に関し、その前提条件若しくは内容が変更したとき、又は特別な事情が生じた

ときは、甲乙協議の上、本指定管理協定の規定を変更することができるものとする。 

 （疑義についての協議） 

第３９条 本指定管理協定若しくは要求水準書等の解釈について疑義を生じたとき、又は本指定管理協

定に定めのない事項については、甲乙協議の上、これを定めるものとする。 
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本指定管理協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保有す

る。 

○○年（令和○○年）○○月○○日 

 

甲 

福山市東桜町３番５号 

福山市 

福山市長 枝 広 直 幹   印 

 

乙（指定管理者） 

所在地 ○○ 

名 称 ○○ 

代表者 ○○    印 

  



  

別紙 1 モニタリング及び業務対価の減額等と基準の方法 

 

１ モニタリング手順 

市は、事業期間にわたり、管理運営の実施状況についてモニタリングし、契約に定められた

業務を確実に遂行しているかについて確認する。 

その結果、事業者の業務内容が要求水準書、事業者提案又は業務マニュアル等に示される維

持管理運営に関する内容を満足していないと市が判断した場合、以下のフローに示す手続き

（四半期毎）により、是正勧告、指定管理料の減額等の措置をとるものとする。 

 

・モニタリングの実施（定期モニタリング/随時モニタリング） 

・業務報告書による報告 

要求水準書等に示された実施内容 

満足していない場合 満足している場合 

要求水準書等に示された実施内容 

是正期間内の改善が確認されない 改善された場合 

レベルに応じたペナルティポイントの付与 

四半期内の累積ペナルティポイント 

10 以上 5 以上 10 未満 5 未満 

支払い保留 20％の減額 

ペナルティ無し 

ペナルティ無し 

減額無し 



 

 

 

２ 業務対価の減額方法 

(1) 減額等の対象 

減額等の対象とする業務対価は、各四半期において市が支払う指定管理料とする。 

 

(2) 減額等の措置を講じる事態 

事業者の責任により、業務内容が要求水準書、事業者提案又は業務マニュアル等に示

される維持管理運営に関する内容を履行していないことにより、以下に示す状態に陥っ

た場合又は陥ることが想定される場合に減額等の措置を講じる。 

レベル 1（重大な事象以外の事象） ・施設を利用する上で軽微な支障となる事象 

レベル 2（重大な事象） ・施設を利用する上で重大な支障となる事象 
 

 

項目 事象の例 減額ポイント 

レベル１ 

 重大な事象 

以外の事象 

・施設、設備の一部が使用できない 

・HP や予約システムの管理不備 

・市の職員等への対応不備 

・業務報告書の不備 

・職員の過失によるクレームの発生 

・関係者への連絡不備 

・上記以外の要求水準や事業者提案又は業務マニュアルで 

示される維持管理運営内容の未達又は契約・協定の違反 

1 ポイント／日 

レベル２ 

 重大な事象 

  

・施設の全部が１日中使用できない 

・業務の放棄、怠慢 

・要求水準書等を満たしていない状態（故意・不衛生状態等）

の放置 

・災害時等における防災設備等の未稼働 

・善管注意義務を怠ったことによる重大な人身事故の発生 

・市への連絡を故意に行わない（長期にわたる連絡不通等） 

・業務計画書への虚偽記載、又は事前の承認を得ない変更 

・業務報告書への虚偽記載 

・市からの指導・指示に合理的理由なく従わない 

2 ポイント／日 

 

(3) 減額等の決定過程 

レベル 1 又はレベル 2 の状態に陥っていることが、業務報告書又はモニタリング結果

から明らかになった場合、市は、その程度、緊急度等を勘案し、事業者に相当な是正期

間を 提示する。 

事業者は、市の提示する是正期間内にレベル 1 又はレベル 2 の状態を改善することに

より、ペナルティポイントの付与を免れるが、市の提示する是正期間を経過しても改善

されない場合、1 日につき、レベル 1 は 1 ポイント、レベル 2 は 2 ポイントのペナルテ

ィポイントを付与する。 

市及び事業者は、ペナルティポイントのカウントに際し、必要に応じて協議すること

が できる。 

 

(4) 業務対価の減額の金額算定方法 

ある四半期の累積ペナルティポイントが以下に規定する基準に達した場合は、当該四

半期における業務遂行を支払の対象とする支払期日における業務対価について、以下に

規定される減額等の措置が実施されるものとする。 



 

 

 

累積ペナルティポイント 減額等の措置内容 

5 未満 減額等なし 

5 以上 10 未満 20％の減額 

10 以上 支払留保 

 

上記に従い実施される累積ペナルティポイントの加算は、四半期毎になされるもの

とし、複数の四半期にわたって改善されない同一の改善点についても、新しい四半期

においては、再び、0 から加算されるものとする。 

ある四半期（「支払停止四半期」）において累積ペナルティポイントが 10 以上加算

された場合に、次の四半期（「翌四半期」）における累積ペナルティポイントの加算

が５未満であれば、翌四半期における業務遂行を支払の対象とする支払期日におい

て、翌四半期にかかる支払金額に、支払停止四半期にかかる指定管理料の 80％に相当

する金額を加算して支払う。 

翌四半期における累積ペナルティポイントが 5 以上の場合には、支払停止四半期に

かかる指定管理料は 100％の減額がなされたものとし、如何なる場合にも、一切支払わ

れないものとする。 
 

３ 契約の解除 

支払停止四半期の累積ペナルティポイントが 10 以上の場合で、翌期の指定管理料支払

期間における累積ペナルティポイントが 5 以上であれば、市は契約を解除することができ

る。 

  



 

 

 

別紙 2 指定管理料の改定方法  

 

指定管理料については、本別紙に基づいて決定される金額を基に物価変動率を勘案して

改定するものとする。 

改定方法については、「企業向けサービス価格指数：物価指標年報・日銀調査統計局」

を用い、前回改定年度の前年 8月から前回改定年度 7月までの指数の平均値（初回の改定

時に対しては令和 6年 4月）と比較して 3.0 パーセント以上の差が生じた場合又は初回若

しくは前回改定年度から累積で 3.0 パーセント以上の差が生じた場合に、表に定める指標

に基づき、次年度分の指定管理料の改定を行う。 

各年度の維持管理業務の指定管理料は、次式によって表されるものとする。 

 

P（t）=Ps（t）×CSPI（t－1）/CSPIs 

 

<凡例> 

P（t）：t年度（t年 4月から（t＋1）年 3月）の指定管理料 

Ps（t）：本契約書等に示す t年度の指定管理料 

CSPI（t－1）：（t－1）年の 8月から t年度 7月までの企業向けサービス価格指数

（Corporate Service Price Index）の平均値 

CSPIs：前回改定年度の前年 8月から前回改定年度 7月までの指数の平均値（初回の改

定時に対しては令和 6年 4月）の企業向けサービス価格指数（Corporate 

Service Price Index）の平均値 

※ 改定率（CSPI（t－1）/CSPIs）に小数点以下第 3位未満の端数が生じた場合は、こ

れを切り捨てるものとする。 

※ 技術革新等により維持管理業務に係る費用が著しく縮減する場合には、市及び事業

者の協議により改定するものとする。 

 

表 改定に用いる指標 

該当する業務の内訳 使用する指標 

維持管理業務 
「企業向けサービス価格指数」－建物サービス（物価指数

年報・日銀調査統計局） 

運営業務 
「企業向けサービス価格指数」－労働者派遣サービス（物

価指数年報・日銀調査統計局） 

 
 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

別紙 3 責任分担 

指定管理業務に関する責任分担については以下の通りとする。 

 

 〇主分担 △従分担 

項目 リスクの内容 
負担者 

市 事業者 

募集要項等リスク 募集要項等の誤り及び内容の変更に関するもの 〇  

制度 

関連 

政治・行政リスク 
本事業に直接的影響を及ぼす市に係わる政策の変

更 
〇  

法制度リスク 
本事業に直接的影響を及ぼす法令等の新設・変更 〇  

上記以外の法令等の新設・変更  〇 

許認可リスク 
市が取得すべき許認可の遅延に関するもの 〇  

事業者が取得すべき許認可の遅延に関するもの  〇 

税制度リスク 

消費税及び地方消費税の範囲変更及び税率変更に

関するもの 
〇  

法人の利益に係る法人税の新設・変更に関わるも

の 
 〇 

その他事業に影響を及ぼす税制の新設・変更に関

するもの 
〇 〇 

社会 

第三者賠償リスク 
事業者が善意の管理者としての注意義務を怠った

ことによる損害の場合 
 〇 

住民対応リスク 
事業内容等、事業そのものに関する住民反対運

動、訴訟 
〇  

債務 

不履行 

市側起因の場合 市の指示、債務不履行によるもの 〇  

事業者側起因の場合 

事業者の提供する業務の品質が要求水準書に示す

レベルを満たさなかった場合 
 〇 

事業者の事業放棄、破綻によるもの  〇 

不可抗力リスク 
天災、暴動等自然発生的な人為的な事象のうち、

通常の予見可能な範囲を超えるもの※1 
〇 △ 

支払遅延・不能リスク 市の支払遅延・不能に関するもの 〇  

維持管理コストリスク 

市の責めによる事業内容・用途の変更等に起因す

る維持管理費の増大 
〇  

上記以外(法令変更、不可抗力、物価変動による場

合を除く)の要因による維持管理費の増大 
 〇 

施設損傷リスク 

市及び第三者に起因する事故及び火災等災害によ

る施設の損傷 
〇  

事業者に起因する事故及び火災等災害による施設

の損傷 
 〇 

事業者が適切な維持管理業務を実施しなかったこ

とに起因する施設の損傷 
 〇 

要求水準不適合リスク 要求水準不適合  〇 

セキュリティリスク 

事業者の維持管理業務等の不備による情報漏洩、

事故発生等 
 〇 

市の不備による情報漏洩、事故発生等 〇  

物価変動リスク 維持管理・運営期間中のインフレ・デフレ※2 〇 △ 

備品管理リスク 

事業者の故意又は過失による備品等の破損・紛

失・盗難 
 〇 

上記以外のもの 〇  



 

 

 

備品更新リスク 

事業者の維持管理・運営に関する事業期間中に必

要となる備品の更新 
 〇 

上記以外のもの 〇  

修繕リスク 
市の要望による修繕 〇  

上記以外のもの  〇 

指定管理の指定リスク 

市の責めによる指定管理者の指定が議会で議決さ

れない場合 
〇  

事業者の責めによる指定管理者の指定が議会で議

決されない場合 
 〇 

物産 PR・販売の収入変動リス

ク 

事業者が物産 PR・販売業務によって得る収入の減

少 
 〇 

利用料金の収入変動リスク 利用者等から収受した施設利用料等の収入の減少  〇 

使用料等の管理リスク 
利用者等から収受した施設利用料等の金銭の盗

難・紛失 
 〇 

自主事業リスク 事業者の独立採算で実施する事業に関するもの  〇 

施設の性能リスク 
事業終了時の維持管理業務の引継ぎ(募集要項等に

示す良好な状態であること) 
 〇 

終了手続リスク 
事業終了時の手続きに伴う諸費用の発生に関する

もの、事業会社の清算手続きに伴う評価損益等 
 〇 

 

※1 第 29 条第 2項参照 

※2 別紙 2 指定管理料の改定方法参照 

 

 

   

 


